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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成19年３月１日から
平成20年２月29日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、アメリカの経済不安を発端

とするドル安・株安の連鎖を背景に、景気の減速感が広がる様相となっ

てまいりました。高水準であった住宅投資が急減し、設備投資の一部

にも弱さがみられる中、個人消費の減少が加わり、各種指標にも景気

後退の兆候が表れ始めております。企業の輸出と生産は底堅いものの、

原材料高やサブプライムローン問題で先行き不透明感が強まり、株価

にも大きな影響を与えております。当社グループの属する小売サービ

ス業につきましても、現在及び先行きの景況感はマイナスが続く状況

にあり、個人消費は全体として大きな増加が見込めない環境となって

おります。

　当社グループにおいては、こうした環境にもかかわらず、新品・中

古ゲーム及び古本が売上を牽引した古本市場事業が好調に推移し、当

連結会計年度の連結売上高は455億6千8百万円（前期比1.6％増）、連

結営業利益14億４千８百万円（前期比39.3％増）、連結経常利益14億

１千３百万円（前期比41.7％増）、連結当期純利益６億３千４百万円

（前期比220.3％増）といずれも過去最高の成果を達成することができ

ました。
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【古本市場事業の概況】

　古本市場事業を取り巻く環境は商品別に以下のとおりであります。

「古本」市場につきましては、既存店売上伸長率、新規出店数ともに鈍

化する傾向にあり、一段と成熟度を増す厳しい環境が続いております。

 「家庭用テレビゲーム」市場につきましては、「ニンテンドーＤＳ

Lite」の普及が継続している中、平成18年11月に「プレイステーション

３」、平成18年12月に「Ｗｉｉ」と相次いで新型ゲーム機が発売され、

幅広い顧客層から多大な人気を集めテレビゲーム市場活性化に大きく貢

献いたしました。

　「音楽及び映像メディアソフト」市場につきましては、音楽ソフト・

映像ソフトのいずれにおいてもＰＣ及び携帯電話向けのデジタルコンテ

ンツ配信が大きく成長しており、特に、第三世代携帯電話やｉＰｏｄに

代表される携帯音楽プレーヤーの普及により音楽ソフトにおいてはデジ

タルコンテンツ配信市場が急拡大しております。その一方で、当社が取

り扱うパッケージソフト市場は長期的に縮小傾向が続いております。

　このような環境の下、古本市場事業においては、ゲーム市場の拡大と

音楽・映像パッケージソフト市場の長期縮小傾向に対応した売場レイア

ウトの変更を全店舗で実施し、ゲーム売場の拡大とＣＤ・ＤＶＤ売場の

適正化を図り、競争力の低下した店舗については大規模な改装を実施い

たしました。また、従来の主要顧客である若年層に加え、新しい客層を

開拓するため、店舗のサインツール類やＰＯＰを全店舗で一新いたしま

した。新規出店としては、直営店として古本市場中仙道店（岡山県）、

古本市場東住吉店（大阪府）、古本市場大宮三橋店（埼玉県）の３店舗

の出店を行い、古本市場店舗網の充実を図りました。

　このような取り組みの結果、当連結会計年度における古本市場事業の

売上高は423億３千２百万円(前期比2.2％増)、営業利益は26億８千２百

万円(前期比12.2％増)となり増収増益を果たすことができました。
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【アイ・カフェ事業の概況】

　「インターネット・コミック・カフェ」市場につきましては、業界全

体の成長は続くものの、店舗数の増加率は漸減していくものと予想され

ており、同業者間の競争が顕著になると同時に、一店舗当たりの売上高

の伸びは鈍化する傾向にあります。

　このような環境の下、連結子会社である株式会社アイ・カフェを中心

とするアイ・カフェ事業においては、収益性を重要視し、立地や賃借条

件を厳選する出店方針の下、直営店としてアイ・カフェ仙台駅西口店（宮

城県）１店舗を新規出店いたしました。店舗運営面に関しましては、新

メニューや新サービスの導入、集客や拡販のための様々なキャンペーン

を展開するなど、既存店増収策を実施するとともにコスト管理の徹底を

継続しております。また、来期以降の出店を促進するため、出店に伴う

投資の削減、店舗ネットワークシステムの開発、時間制課金収入以外の

新たな収益源の模索等に努めてまいりました。

　連結子会社であるインターピア株式会社においては、インターネット・

コミック・カフェを中心とした時間制課金型ビジネス向けの店舗運営管

理システム「Necca-Manager System Solution」の販売を継続すると同時

に、次世代版の店舗運営ＰＯＳシステムの開発を進めてまいりました。

また、多店舗展開を行っている事業者向けのソリューションやデジタル

コンテンツの提供・ライセンス事業に取り組んでまいりました。

　しかしながら、連結子会社インターピア株式会社の新しい店舗運営Ｐ

ＯＳシステムが開発途中であったことから、当連結会計年度におけるア

イ・カフェ事業の売上高は28億１千６百万円（前期比4.6％減）となりま

した。一方、利益面においては、インターピア株式会社の新しいＰＯＳ

システム開発費用が発生したものの、アイ・カフェ直営既存店の売上増

加とともに、直営店の出店数が前期５店舗から当期１店舗となったこと

により、営業損失２億２千４百万円（前連結会計年度は営業損失４億１

千８百万円）となり、営業損失が大幅に縮小される結果となりました。
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【ＥＣ事業の概況】

　ＥＣ（電子商取引）市場は、ブロードバンドや第三世代携帯電話の普

及により取引環境が多様化されたことに加え、業界大手や異業種からの

新規参入、取扱商材の拡大、広告や流通形態の進化などにより、競争・

競合は激化しつつも市場規模は拡大を続けており、携帯電話を利用した

ＥＣ取引についても急速に拡大する傾向にあります。

　このような環境の下、連結子会社である株式会社ユーブックのＥＣ事

業においては、中古品の買取促進のためのキャンペーンの実施等により

古本・中古ゲーム・中古ＤＶＤを中心に販売用の在庫確保に努めたほか、

「青年コミック特集」「タレント本特集」「ＤＶＤ特集」など多様なコ

ンテンツのお客様への提供、完結コミック・セットなどの販売時には通

常のポイントにボーナスポイントを加えて販売するなど、販売強化に努

めてまいりました。加えてＲＳＳ（ウェブサイトの更新情報を簡単にま

とめて配信する機能）対応サービスの開始、モバイルサイトの全面的な

改修など、ウェブサイトの利便性の向上により売上拡大を図ってまいり

ました。

　しかしながら、ＥＣ売上への取り組み強化と経営資源の再配分を行う

ため、価格競争が激しく収益性が低下し販売数も減少傾向にあったトナー

事業を平成19年２月に事業譲渡したことにより、当連結会計年度におけ

るＥＣ事業の売上高は５億６百万円（前期比10.8％減）に留まりました。

一方、利益面においては、利益率の高いリサイクル品の売上が着実に伸

びたことなどにより、営業利益７百万円（前連結会計年度は営業損失２

千９百万円）と通期ベースで黒字に転換することができました。
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事業別売上高

事業別／期別

第　 17 　期
（平成19年２月期） 

第　 18 　期
 (当連結会計年度） 
 (平成20年２月期） 増 減 率

金額 構成比 金額 構成比 

千円 ％ 千円 ％ ％

リ

サ

イ

ク

ル

品

本 4,359,929 9.7 4,690,947 10.3 7.6

ゲ ー ム 6,961,686 15.5 8,084,563 17.7 16.1

Ｃ Ｄ 703,550 1.6 679,403 1.5 △3.4

ビデオ・ＤＶＤ 1,070,042 2.4 1,039,196 2.3 △2.9

計 13,095,209 29.2 14,494,112 31.8 10.7

 新

品

本 785,115 1.8 785,849 1.7 0.1

ゲ ー ム 24,373,555 54.3 24,296,396 53.3 △0.3

Ｃ Ｄ 1,223,121 2.7 1,153,227 2.5 △5.7

ビデオ・ＤＶＤ 1,480,230 3.3 1,219,908 2.7 △17.6

そ の 他 100,417 0.2 73,443 0.2 △26.9

計 27,962,440 62.3 27,528,825 60.4 △1.6

レ ン タ ル 172,443 0.4 165,388 0.4 △4.1

業 務 提 携 105,635 0.2 50,713 0.1 △52.0

そ の 他 91,062 0.2 84,403 0.2 △7.3

古 本 市 場 事 業 41,426,791 92.3 42,323,443 92.9 2.2

アイ ･カフェ事業 2,953,851 6.6 2,816,990 6.2 △4.6

Ｅ Ｃ 事 業 491,255 1.1 427,786 0.9 △12.9

合 計 44,871,898 100.0 45,568,221 100.0 1.6

 (注)上記の事業別売上高は、事業間の売上高を控除して記載しております。

　　 なお、事業間の売上高の控除を行わない場合は、古本市場事業売上高

　　 423億３千２百万円、アイ・カフェ事業売上高28億１千６百万円、ＥＣ

　　 事業売上高５億６百万円となります。
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②　設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資の総額は９億７千９百万円であり、主

として新規出店に伴う設備投資額４億６千７百万円及びシステム投資２億

９千２百万円であります。

③　資金調達の状況

　該当事項はありません。

 

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

  該当事項はありません。

 

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　連結子会社株式会社アイ・カフェは、フランチャイズ先よりアイ・カフェ

コマーシャルモール博多店を事業譲受いたしました。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区分／期別
第 15 期

(平成17年２月期)
第 16 期

(平成18年２月期)
第 17 期

(平成19年２月期)

第 18 期
(当連結会計年度)
(平成20年２月期)

売 上 高(千円) 33,630,448 35,556,700 44,871,898 45,568,221

経 常 利 益(千円) 771,151 672,039 997,289 1,413,160

当 期 純 利 益(千円) 406,214 160,389 198,248 634,999

１株当たり当期純利益(円)
8,152
(815)

317
 

388
 

1,248
 

総 資 産(千円) 11,222,499 11,367,716 11,858,253 11,381,341

純 資 産(千円) 3,872,317 3,976,712 4,399,186 4,769,608

１株当たり純資産（円）
77,586
(7,758)

7,852
 

8,015
 

9,015
 

自 己 資 本 比 率（％） 34.5 35.0 34.5 40.1

（注）１．第17期から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号　平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年12月９日）

を適用しております。

　　　２. 第16期の「１株当たり当期純利益」及び「１株当たり純資産」の減少は、主に、

平成17年４月20日付で１株につき10株の割合で株式分割したことによるもので

あります。

なお、第16期の株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の第15期

の「１株当たり当期純利益」及び「１株当たり純資産」を（　）書きで示して

おります。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社ユーブック 269,969 千円 68.1％

インターネットによる古本の買
取・販売、メディア商品（家庭用
テレビゲーム機及びゲームソフト、
ＣＤ、ビデオソフト、ＤＶＤ等）
のリサイクル品の買取・販売及び
新品の販売

株 式 会 社
ア イ ・ カ フ ェ

495,000 千円 78.7％

飲食店・喫茶店の経営及びイン
ターネットを利用した情報提供
サービス並びにフランチャイズ加
盟店の募集及び加盟店のサポート

イ ン タ ー ピ ア
株 式 会 社

389,850 千円 47.9％

インターネットカフェ及びイン
ターネット環境施設向け店舗運営
管理システムの販売、コンテンツ
メーカー向けＷｅｂ課金・決済シ
ステムの販売、同システムを導入
する加盟店の店舗運営並びに店舗
企画から構築までのサポート
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(4) 対処すべき課題

【古本市場事業】
　古本市場事業に関しましては、古本マーケットの成長鈍化、音楽ＣＤ市
場の縮小など、市場の成熟化が進んでおります。また、小規模専門店の淘
汰など寡占化が進行する一方で、大手企業による出店は続いており競争は
激しさを増すものと思われます。
　このような環境の下、新規出店と並行してスクラップ＆ビルド及び店舗
改装を進め、店舗競争力の強化を図ると同時に、新規商材、新規業態の開
発を進めることにより事業の安定的な利益成長に努めてまいります。
　店舗運営に関しましては、当社が強みをもつリサイクル品の取扱いを強
化し、買取・販売の強化、在庫水準の適正化を図ることにより利益率の向
上を図ってまいります。また、ホームページの刷新など情報配信手段の見
直しにより、顧客向けのサービス向上に努めるとともに、「第３次ＣＲＭ
(顧客情報)システム」を最大限に活用して、顧客の購買履歴を分析し、モ
バイル配信を活用したワントゥワン・マーケティングの追求や、様々な電
子マネーへの対応に向けての取り組みにより顧客利便性を高めるなど顧客
サービスの強化を図ってまいります。また、今後の業務効率化、顧客サー
ビス向上を狙いとし、第３次ＣＲＭシステムの機能をさらに向上させた次
世代基幹系システムの検討を開始し、中期的な収益改善を図ってまいりま
す。
　なお、当社グループは『古本市場』に加えて、新刊書籍の販売と、ゲー
ム、ＣＤ、ＤＶＤのリサイクル品及び新品を扱う『ブック・スクウェア』、
古本とゲームのリサイクル品及び新品に取扱い品目を特化した駅前小型店
の『ふる１（いち）』の運営を行っておりますが、これからも新業態、新
商品の開発を進め、「次世代メディア・コンプレックス」の創造を目指し
てまいります。

【アイ・カフェ事業】
　「インターネット・コミック・カフェ」市場は、サービスを提供する時
間に応じて料金をいただく時間制課金型の施設が注目を集めていることや、
業態としての認知度が高まってきていることなどから、市場の成長は続い
ているものと思われますが、その一方で、店舗数の増加により競争も激化
しております。
　このような環境の下、連結子会社株式会社アイ・カフェにおいては事業
理念として掲げる「快適な時間と空間の提供」「驚きと感動の創造」を実
現することにより『アイ・カフェ』ブランドの向上に努め、事業の拡大を
図ってまいります。店舗出店戦略に関しましては、出店立地選定における
収益性を重要視し、立地を厳選してまいります。また、直営店・ＦＣ店の
展開に関しましては、ＦＣ店にウエイトを置いた出店を行い、店舗網の充
実に努めてまいります。
　店舗運営面に関しましては、スタッフのさらなる接客レベルの向上に努
めるとともに、提供する各種コンテンツ・サービスの充実により顧客サー
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ビスのさらなる向上を図ってまいります。また、新サービスの提供や収益
源の多様化を検討するとともに店舗システムを刷新し、顧客データ・マー
ケティングデータの分析を通じて有効な販売促進策を展開し、併せてコス
ト管理の徹底を継続してまいります。
　なお、インターネット・コミック・カフェ向けの店舗運営管理システム
並びに多店舗展開をサポートする本部運営システムを開発・販売している
連結子会社のインターピア株式会社においては、複合カフェ業界に対して
新ＰＯＳシステムを中核としたシステムソリューションの積極的な拡販を
行うと同時に、システムソリューション会社としての開発機能のさらなる
強化により、顧客のニーズに的確かつ迅速に対応してまいります。
　さらに、店舗におけるインターネット使用状況データのマーケティング
ツールとなるLog-Managerシステム並びに課金・決済システムとしてのC-
Managerシステムなどの各種システムソリューションを通じて複合カフェ市
場におけるプレゼンスを確立するとともに、他業態展開をも視野に入れて、
事業拡大を図ってまいります。

【ＥＣ事業】
　ＥＣ事業につきましては、国内のブロードバンド（高速インターネット
回線）環境の普及や、携帯電話の高速データ通信、定額料金制の広がりな
どを背景に、音楽や画像などのオンライン配信市場やネット通信販売市場
は拡大基調で推移しております。さらに、ブログやＳＮＳといったＣＧＭ
（消費者発信型メディア）が幅広い世代に浸透し、日常生活の購買行動に
影響力を増しております。
  このような環境の下、連結子会社である株式会社ユーブックのＥＣ事業
においては、サイトの知名度向上及び他のサイトとのアライアンスなどに
より、サイトへのアクセス数を増加させることで、売上高の拡大を図ると
ともに、主要取引先との取り組み強化、Ｗｅｂサイトの検索性の改善やモ
バイルサイト制作の強化、新たなリサイクル品買取ルートの開発などの施
策を通じて、当社グループの強みであるリサイクル品の取扱いを強化する
ことにより、他のＥＣサイトとの差別化を図ってまいります。また、物流
費用等を含めたコスト管理を徹底することにより、収益性の向上に努めて
まいります。

  さらに、将来的にはデジタルコンテンツの取扱いも視野に入れ、従来の

パッケージソフトによる流通網ではカバーしきれなかった、いわゆるロン

グテールコンテンツ（需要が極めて限定的で従来の流通網では採算的に流

通が困難であるコンテンツ）や新刊書籍の取扱いを検討してまいります。
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【全社】
　管理・間接部門においては、平成22年２月期から当社にも適用される財
務報告に係る内部統制報告制度に対応するため、「内部統制構築・評価プ
ロジェクト」を発足いたしました。当該プロジェクトを通じて、「金融商
品取引法」により義務づけられる財務報告に係る内部統制体制を定着させ
るとともに、会社法において規定される「内部統制システムの基本方針」
に沿った体制整備を確実に推進することで、グループ全体の管理体制強化
を確立し、当社を取り巻くステークホルダーにより信頼され、満足いただ
けるような経営を図ってまいります。

(5) 主要な事業内容（平成20年２月29日現在）

　当社グループ会社における事業の種類別セグメント及び事業内容等

事 業 区 分 事 業 内 容 主 要 な 会 社

古本市場事業 店頭での古本の買取・販売及び新刊本の
販売、メディア商品（家庭用テレビゲー
ム機及びゲームソフト、ＣＤ、ビデオソ
フト、ＤＶＤ等）のリサイクル品の買
取・販売及び新品の販売、その他雑貨の
販売並びにフランチャイズ加盟店の募集
及び加盟店のサポート

当社
 

アイ・カフェ事業 飲食店・喫茶店の経営及びインターネッ
トを利用した情報提供サービス並びにフ
ランチャイズ加盟店の募集及び加盟店の
サポート

当社
㈱アイ・カフェ

インターネットカフェ及びインターネッ
ト環境施設向け店舗運営管理システムの
販売、コンテンツメーカー向けＷｅｂ課
金・決済システムの販売、同システムを
導入する加盟店の店舗運営並びに店舗企
画から構築までのサポート

インターピア㈱

ＥＣ事業 インターネットによる古本の買取・販売、
メディア商品（家庭用テレビゲーム機及
びゲームソフト、ＣＤ、ビデオソフト、
ＤＶＤ等）のリサイクル品の買取・販売
及び新品の販売

㈱ユーブック
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(6) 主要な事業所（平成20年２月29日現在）

① 本社・本部

株 式 会 社 テ イ ツ ー
本社 岡山県岡山市

東京本部 東京都港区

株 式 会 社 ユ ー ブ ッ ク 本社 東京都港区

株 式 会 社 ア イ ･ カ フ ェ 本社 岡山県岡山市

イ ン タ ー ピ ア 株 式 会 社 本社 東京都渋谷区

 

② 店舗の状況

第17期末 出店 退店 形態変更
第18期末
（当期末）

増減

店 店 店 店 店 店

古本市場 直営店舗 86 3 △1 － 88 2

古本市場 業務提携･ＦＣ店舗 26 － △1 － 25 △1

ブック･スクウェア 直営店舗 4 － － － 4 －

アイ･カフェ 直営店舗 15 1 － 1 17 2

アイ･カフェ ＦＣ店舗 17 － △1 △1 15 △2

計 148 4 △3 － 149 1
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(7) 使用人の状況（平成20年２月29日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 就 業 員 数 前期末比増減

名 名

古 本 市 場 事 業 343 ＋3

ア イ ･ カ フ ェ 事 業 84 △3

Ｅ Ｃ 事 業 18 ＋5

計 445 ＋5

②　当社の使用人の状況

就 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

名 名 歳 年

343 △3 31.5 4.8

（注）就業員数には、パートタイマー・アルバイト437名（１日８時間換算による月平均

人数）は含めておりません。

(8) 主要な借入先の状況（平成20年２月29日現在） 

借　入　先 借入金残高

株 式 会 社 山 陰 合 同 銀 行 1,743,520千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 558,958

株 式 会 社 中 国 銀 行 533,485

住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 69,320

株 式 会 社 ト マ ト 銀 行 30,150

 

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成20年２月29日現在）

①　発行可能株式総数 2,000,000株

②　発行済株式の総数 551,400株

③　株主数 6,534名

④　発行済株式の総数の10分の１以上の数の株式を保有する株主

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 議 決 権 比 率

有限会社ﾜｲ・ｴｲ・ｹｲ・ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 165,000株 32.6％

（注）議決権比率は自己株式（45,691株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況

平成19年５月28日開催の取締役会決議による新株予約権

 　　　・発行する新株予約権の総数

 　　　　5,400個(新株予約権１個につき１株)

 　　　・新株予約権の目的たる株式の種類及び数

 　　　　当社普通株式5,400株

 　　　・新株予約権の発行価額

 　　　　無償とする。

 　　　・新株予約権の行使に際して払込をなすべき額

 　　　　１個当たり　9,050円　(１株当たり　9,050円)

 　　　・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額

 　　　　１株当たり　4,525円　

 　　　・新株予約権を行使できる期間

 　　　　平成21年６月１日から平成23年５月31日まで

 　　　・新株予約権の行使の条件

１）対象者は、新株予約権の行使時において当社並びに当社グループ

会社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることを要

する。
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２）対象者は、割当を受けた新株予約権の質入れその他の処分及び相

続をすることができない。

３）その他の条件については、平成19年５月28日開催の第17期定時株

主総会及び新株予約権発行に係る取締役会の決議に基づき、当社

と対象者の間で締結した新株予約権の割当に関する契約に定める

ところによる。

 ・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的である株式の数 保 有 者 数

取 締 役
（社外取締役を除く）

4,000個 4,000株 6名

社 外 取 締 役 600 600 2

監 査 役 800 800 2

 

 

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況

平成19年５月28日開催の取締役会決議による新株予約権

 　　　・発行する新株予約権の総数

 　　　　4,350個(新株予約権１個につき１株)

 　　　・新株予約権の目的たる株式の種類及び数

 　　　　当社普通株式4,350株

 　　　・新株予約権の発行価額

 　　　　無償とする。

 　　　・新株予約権の行使に際して払込をなすべき額

 　　　　１個当たり　9,050円　(１株当たり　9,050円)

 　　　・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額

 　　　　１株当たり　4,525円　

 　　　・新株予約権を行使できる期間

 　　　　平成21年６月１日から平成23年５月31日まで

 　　　・新株予約権の行使の条件

１）対象者は、新株予約権の行使時において当社並びに当社グループ

会社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることを要

する。
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２）対象者は、割当を受けた新株予約権の質入れその他の処分及び相

続をすることができない。

３）その他の条件については、平成19年５月28日開催の第17期定時株

主総会及び新株予約権発行に係る取締役会の決議に基づき、当社

と対象者の間で締結した新株予約権の割当に関する契約に定める

ところによる。

　　　　・当社従業員への交付状況

新株予約権の数 目的である株式の数 交 付 者 数

当 社 従 業 員 4,350個 4,350株 119名

 

 

③　その他の新株予約権等の状況

当社役員が保有している新株予約権の状況（平成20年２月29日現在）

イ．平成16年５月27日開催の取締役会決議による新株予約権

・発行する新株予約権の総数

2,750個（新株予約権１個につき１株)

・新株予約権の目的たる株式の種類及び数

当社普通株式2,750株

・新株予約権の発行価額

無償とする。 

・新株予約権の行使に際して払込をなすべき額

１個当たり　22,854円（１株当たり　22,854円）

・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額

１株当たり　11,427円

・新株予約権を行使することができる期間

平成18年６月１日から平成20年５月31日まで
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・新株予約権の行使の条件

１）対象者は、新株予約権の行使時において当社並びに当社グループ

会社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有していることを要

する。

２）対象者は、割当を受けた新株予約権の質入れその他の処分及び相

続をすることができない。

３）その他の条件については、平成16年５月27日開催の第14期定時株

主総会及び新株予約権発行に係る取締役会の決議に基づき、当社

と対象者の間で締結した新株予約権の割当に関する契約に定める

ところによる。

・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的である株式の数 保 有 者 数

取 締 役
（社外取締役を除く）

2,450個 2,450株 6名

社 外 取 締 役 － － －

監 査 役 300 300 1

ロ．平成17年６月３日開催の取締役会決議による新株予約権

 ・発行する新株予約権の総数

3,550個（新株予約権１個につき１株)

 ・新株予約権の目的たる株式の種類及び数

 当社普通株式3,550株

 ・新株予約権の発行価額

 無償とする。

 ・新株予約権の行使に際して払込をなすべき額

 １個当たり　17,309円（１株当たり　17,309円）

 ・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額

 １株当たり　 8,655円

 ・新株予約権を行使することができる期間

 平成19年６月１日から平成21年５月31日まで

 ・新株予約権の行使の条件

１）対象者は、新株予約権の行使時においても、当社並びに当社グ

ループ会社の取締役、監査役又は従業員の地位を保有しているこ

とを要する。
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２）対象者は、割当を受けた新株予約権の質入れその他の処分及び相

続をすることができない。

３）その他の条件については、平成17年5月26日開催の第15期定時株

主総会及び新株予約権発行に係る取締役会の決議に基づき、当社

と対象者の間で締結した新株予約権の割当に関する契約に定める

ところによる。

 ・当社役員の保有状況

新株予約権の数 目的である株式の数 保 有 者 数

取 締 役
（社外取締役を除く）

2,650個 2,650株 6名

社 外 取 締 役 600 600 2

監 査 役 300 300 1
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成20年２月29日現在）

役 名 氏 名
担当及び他の法人等の代表
状 況 等

代 表 取 締 役 社 長 大 橋 康 宏

常 務 取 締 役 堀 　 久 志
古本市場カンパニーＣＥＯ兼商品企
画部長

取 締 役 関 本 慎 治 事業開発カンパニーＣＥＯ

取 締 役 森 崎 俊 朗
ＣＣＯ兼サービスカンパニーＣＥＯ
兼内部監査部長

取 締 役 片 山 靖 浩
ＣＦＯ兼ＣＩＯ兼サービスカンパ
ニー経営企画部長兼経理財務部長

取 締 役 安 田 育 生
ピナクル株式会社代表取締役会長兼
ＣＥＯ

取 締 役 吉 田 就 彦
有限会社ワイズハウス取締役
株式会社ヒットコンテンツ研究所代
表取締役社長　　　　

常 勤 監 査 役 西 川 　 豊

常 勤 監 査 役 武 田 由 隆
ヤフーバリューインサイト株式会社
監査役

監 査 役 平 田 　 修
株式会社平田企業会計代表取締役
株式会社前原会計税務企画部長

監 査 役 岡 本 博 之 中国メディコム株式会社監査役

（注）１．取締役安田育生及び吉田就彦の各氏は、社外取締役であります。
２．監査役西川　豊、武田由隆、平田　修、岡本博之の各氏は、社外監査役でありま

す。
３．当該事業年度に係る役員の重要な兼職状況は、以下のとおりであります。
・代表取締役大橋康宏氏は、株式会社アイ・カフェ、株式会社ユーブック、イン
ターピア株式会社の取締役を兼務しております。

・取締役堀 久志氏は、株式会社ユーブックの取締役を兼務しております。
・取締役森崎俊朗氏は、株式会社ユーブックの取締役を兼務しております。
・取締役片山靖浩氏は、株式会社アイ・カフェ、インターピア株式会社の取締役を
兼務しております。

４．監査役平田　修氏は、株式会社前原会計の税務企画部長であり、長年に亘り企業
の会計・税務の指導を行っており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有す
るものであります。
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②　事業年度中に退任した取締役

前回の第17期定時株主総会(平成19年５月28日開催)の終結の日の翌日以

降に在任していた役員で当事業年度中に退任した者は以下のとおりであり

ます。
退任時の会
社における
地 位

氏 名
退任時の担当及び他の
法 人 等 の 代 表 状 況

退 任 日

取 締 役 北 村 清 人 株式会社アイ・カフェ取締役会長 平成20年２月29日

（注）取締役北村清人氏は、辞任による退任であります。

 

③　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う  ち  社  外  取  締  役）

8名
(2)

132百万円
(11)

監 査 役
（う  ち  社  外  監  査  役）

4
(4)

26
(26)

合 計 12 158

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成12年５月25日開催の第10期定時株主総会において

年額200百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいてお

ります。

 　 また、上記の報酬限度額とは別枠として、ストックオプションとして発行する

新株予約権に関する報酬等の額として年額20百万円以内を決議いただいており

ます。

３．監査役の報酬限度額は、平成12年５月25日開催の第10期定時株主総会において

年額30百万円以内と決議いただいております。

    また、上記の報酬限度額とは別枠として、ストックオプションとして発行する

新株予約権に関する報酬等の額として年額５百万円以内を決議いただいており

ます。

４．支給額には、当事業年度の役員退職慰労金引当金繰入額として費用処理した18

百万円を含んでおります。

５．支給額には、当事業年度のストックオプションによる報酬額として費用処理し

た４百万円を含んでおります。
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④　社外役員に関する事項

イ．他の会社との兼任状況（他の会社の業務執行者である場合）及び当社

と当該他の会社との関係

・取締役安田育生氏は、ピナクル株式会社の代表取締役会長兼ＣＥＯを

兼務しております。なお、当社はピナクル株式会社にＭ＆Ａに係る助

言業務を委託しており、当事業年度に６百万円の費用処理を行ってお

ります。

・取締役吉田就彦氏は、株式会社ヒットコンテンツ研究所の代表取締役

社長並びに有限会社ワイズハウスの取締役を兼務しております。なお、

当社は当該会社との間には特別の関係はありません。

・監査役平田　修氏は、株式会社平田企業会計の代表取締役を兼務して

おります。なお、当社は当該会社との間には特別の関係はありません。

ロ．他の会社の社外役員の兼任状況

・取締役吉田就彦氏は、株式会社ユーブックの社外取締役であります。

・監査役西川　豊氏は、株式会社アイ・カフェ、株式会社ユーブック、

インターピア株式会社の社外監査役であります。

・監査役武田由隆氏は、ヤフーバリューインサイト株式会社の社外監査

役であります。

・監査役岡本博之氏は、中国メディコム株式会社の社外監査役でありま

す。
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ハ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（22回開催） 監査役会（15回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 安 田 育 生 20回 90.9％ － －

取 締 役 吉 田 就 彦 22 100.0 － －

監 査 役 西 川 　 豊 22 100.0 15回 100.0％

監 査 役 武 田 由 隆 21 95.5 15 100.0 

監 査 役 平 田 　 修 22 100.0 15 100.0 

監 査 役 岡 本 博 之 22 100.0 15 100.0

 

・取締役会における社外役員の発言状況

各社外役員は、当事業年度開催の取締役会に出席し、主に経営監督並

びに資本市場におけるあるべきコーポレートガバナンスの見地から意

見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた

めの助言・提言・意見の表明を行っております。

 

・監査役会における社外監査役の発言状況

各社外監査役は、当事業年度開催の監査役会に出席し、議案審議及び

監査に関する重要事項の協議等に必要な発言を適宜行っております。
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(4) 会計監査人の状況

①　会計監査人の名称 監査法人トーマツ

②　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の監査業
務の報酬

27百万円

当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の業務以
外の業務（非監査業務）の報酬

3 

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額

37

（注）1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないた

め、上記の監査業務の報酬金額にはこれらの合計額を記載しております。

　    2.当社が支払うべき公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務(非監査業務)の報

酬は、主に四半期財務情報開示に関する相談業務に係るものであります。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、下記に掲

げる監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総

会の会議の目的とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、取締役会に、会計監査人の解任または不再任を株

主総会の会議の目的とすることを請求します。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合等、その必要があると判断した場合は、監査

役全員の合意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会

が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監

査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

－ 24 －



(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制」

「使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制」

①　代表取締役社長はコンプライアンスについて、繰り返しその精神を役

職員に伝えることにより、法令遵守をあらゆる企業活動の前提とする

ことを徹底する。

②　コンプライアンスの責任者であるチーフ・コンプライアンス・オフィ

サー（ＣＣＯ）を選任するとともに、各カンパニーにコンプライアン

ス責任者を任命する。各カンパニーのコンプライアンス責任者は各カ

ンパニーにおける関連法令等の遵守状況のチェックを定期的に行う。

③　ＣＣＯ及び監査役は、日頃から連携のうえ、全社のコンプライアンス

体制及びコンプライアンス上の問題の有無の調査に努める。

④　役職員がコンプライアンス上の問題を発見した場合には、上長や社内

関連部署だけでなく、直接ＣＣＯに報告することを認める。報告・相

談を受けたＣＣＯは内容を調査し、従業員の法令・定款違反行為につ

いては、人事担当部門長に人事戦略会議への処分答申を指示し、役員

の法令・定款違反については、取締役会に具体的な処分を答申する。

⑤　取締役会の職務執行の適法性を確保するための強力な牽制機能を期待

し、取締役会に当社と利害関係を有しない社外取締役が常時在任する

こととする。

「取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制」

取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理につき、取締役会及び監査

役会の承認する文書管理規程に従い、職務執行に係る情報を文書又は電磁

情報により電磁的に記録し、保存する。取締役及び監査役は文書管理規程

により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

「損失の危険の管理に関する規程その他の体制」

リスク対応マニュアル及び緊急連絡体制により、リスクカテゴリーごと

の責任部署を定め、全社のリスク管理体制を明確化するとともに、内部監

査部門が各部署のリスク管理状況を監査し、その結果を定期的に取締役会

に報告する。

また、情報セキュリティポリシーを定め、情報資産を守るための方針及

び行動規範を明確化する。

「取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制」

効率的な運営体制を確保するため、「職務分掌・権限規程」により、各

部門の業務執行に必要な職務の範囲及び権限と責任を明確にするとともに、
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「取締役会規程」及び「稟議規程」等の機関決定に関する規程を定め、決

裁権限を明確にする。

「株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適

正を確保するための体制」

当社グループのセグメント別の事業ごとに、それぞれの責任を負う取締

役を任命し、法令遵守体制を構築する権限と責任を与え、ＣＣＯはこれら

を横断的に推進し、管理する。

また、当社子会社においては、当社内部監査部門の定期的監査を受け入

れ、その報告を受けるとともに、ＣＣＯと定期的に情報交換を行い、コン

プライアンス上の課題、問題把握に努める。

「監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する体制」

監査役の職務を補助する組織を、サービスカンパニー人事総務部とし、

人事総務部員の中から補助者を任命する。

「前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項」

補助者の人事異動については監査役会の意見を尊重するものとする。

「取締役及び使用人が監査役(又は監査役会)に報告をするための体制その他

の監査役(又は監査役会)への報告に関する体制」

取締役及び使用人は、監査役に対して、次の事項を報告する。

①　当社グループに関する重要事項

②　会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項

③　法令・定款違反事項

④　毎月の経営状況として重要な事項

⑤　内部監査部による監査結果

⑥　上記のほか、監査役がその職務遂行上報告を受ける必要があると判

断した事項

また、監査役は取締役会をはじめ当社グループの事業運営において重要

な議事事項の含まれる会議(各カンパニー戦略会議、執行役員会議等)に積

極的に出席して報告を受ける体制を確保する。

「その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制」

監査役会は、代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換

会を開催する。

業務監査面においては、常勤監査役は、稟議規程における代表取締役社

長決裁案件に対して、決裁以前に内容を確認し、適宜意見を述べることが

可能な体制とする。
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  (6) 会社の支配に関する方針 

 Ⅰ　基本方針の内容
 １．経営基本方針

  当社グループは、すべてのステークホルダーの「満足を創る」を経営
理念に掲げ、「テイツーの七感」を行動指針とし、企業価値の持続的向
上と企業の社会的責任を果たしていきたいと考えております。 
テイツーの七感
①　変化を観る「目」をもつ
②　お客様の声を聴く「耳」をもつ
③　親しみと感謝の気持ちを表す「口」をもつ
④　自らを律し、常に向上しようとする「心」をもつ
⑤　常に新しい価値と独創性を創り出す「頭」をもつ
⑥　お客様が次に何を望むのか、時代がどう変わるのかを感じる「勘」

をもつ
⑦　お客様に親身にそしてけなげに接するひたむきな「姿勢」をも

つ 
　当社グループは、㈱テイツーとその傘下にある子会社で構成される小
売サービスグループであります。当社グループは共通の経営理念と統一
された戦略のもとに一体的な業務運営を行い、お客様の目線に立った
「顧客価値の創造」によって、付加価値の高い小売サービスを提供し、
その対価として得られる持続的な収益をもって、企業価値の持続的向上
に努めております。 

２．事業内容 
　当社グループのビジネス・ポートフォリオは、３つの事業セグメント
から構成されております。 
①古本市場事業 
　書籍・ゲーム・映像・音楽の分野で新品とリサイクル品の買取・販売
を行う店舗を運営する古本市場事業につきましては、現時点におきまし
てはキャッシュフローを生み出す当社グループの中核事業でありますが、
市場の成熟化・競合の激化が進んでいる事業でもあり、ドミナントエリ
アにおける継続的な新規出店やスクラップ＆ビルド、既存店の活性化な
どにより持続的安定成長を目指しております。 
②アイ・カフェ事業 
　快適な時間と空間を時間制課金型で提供するインターネット・コミッ
ク・カフェの店舗運営を行うアイ・カフェ事業につきましては、イン
ターネット・コミック・カフェ市場の急成長とともに新規参入事業者が
増加し競争環境が厳しくなっておりますが、今後も成長が続く事業分野
であると認識しています。当社グループでは、アイ・カフェ事業が設備
投資先行型の事業特性であることから、古本市場事業で確立したフラン
チャイジー展開・コミックの品揃えのノウハウ等を活用し、フランチャ
イジーを中心とした店舗網拡充により規模の拡大を図りつつ、確固たる
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収益基盤を築き、当社グループの利益成長に貢献する事業に育成する計
画であります。 
③ＥＣ事業 
　古本及び新品とリサイクル品のゲーム・映像・音楽の買取・販売をイ
ンターネットを通じて行うＥＣ事業につきましては、古本市場店舗のな
い地域のお客様にも古本市場店舗と同様の商品やサービスを提供するこ
とができる古本市場事業を補完する事業であり、ブロードバンド環境や
インターネット・第三世代携帯電話の普及とともに成長を期待できる事
業であります。古本市場事業で培ったノウハウを活かして今後の当社グ
ループの事業拡大を担う事業と位置づけております。 

３．ステークホルダー 
　当社グループのステークホルダーは顧客をはじめ、従業員・株主・取
引先・フランチャイジー・行政・地域社会など、経済活動をともにする
すべての個人と法人であります。 

４．会社の支配に関する基本方針 
　当社グループは、現在の社会生活がグローバルな変化と無関係ではい
られないことから、上記の３つの事業セグメントを通じて経済活動をと
もにするすべてのステークホルダーの利益に最大限の配慮を行い、テイ
ツーの七感を行動指針としてすべてのステークホルダーの「満足を創
る」ことが最も重要であると考えております。このような当社グループ
の経営理念の実践を前提として、当社グループは、資本調達を通じてリ
スクをご負担いただく株主の皆様が、原則として当社グループの主権者
であると認識しており、株主主権が企業価値（株主価値）と株主共同の
利益の確保と向上に資する条件整備、すなわち株主の皆様と経営陣の情
報共有に最大限の努力を行う必要があると考えております。 

Ⅱ　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決
定が支配されることを防ぐための取組み（買収防衛策について） 
　当社は、平成19年４月20日開催の取締役会において、特定の株主又は
株主グループによって当社の株式の一定規模以上の買付行為が行われた
場合の対応策（以下「本施策」という）を導入することを決議し、平成
19年５月28日に開催された当社定時株主総会において、本施策の導入を
株主総会の決議を得て決定するための根拠規定の定款変更及び当該定款
変更に基づく本施策の導入について株主の皆様にご承認をいただきまし
た。

第１  本施策導入の目的について 
１. 本施策の目的 

　当社は、当社に対し買収提案が行われた場合に、これを受け入れるか
否かの判断は、その時点における当社株主に委ねられるべきであると考
えています。また当社は、その場合に当社株主が、十分な情報と相当な
検討期間に基づいた判断(インフォームド・ジャッジメント)を行えるよ
うにすることが、企業価値及び株主共同の利益の確保と向上のために必
要であると考えております。 
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　このような考え方のもと、本施策は、特定株主グループの議決権保有
割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等（注１）の買付行為、
又は結果として特定株主グループの議決権保有割合が20％以上となる当
社株券等の買付行為（取引所有価証券市場における買付、公開買付、そ
の他具体的な買付方法の如何を問いませんが、当社取締役会が予め同意
したものを除きます。以下、かかる買付行為を「大規模買付行為」とい
い、大規模買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）が、当
社グループの企業価値に重大な影響を及ぼす場合において、当社グルー
プの企業価値を確保し又は向上させるため、大規模買付行為に適切な対
応を行うことを目的としております。また、大規模買付行為に関する対
応策発動の是非を検討する際には、その時点における当社取締役会が自
己の保身を図るなど、恣意的判断が入る余地のない適正な手続きを取り、
できるだけ株主意思を反映させるため、株主総会等を通じて発動の是非
を検討することとしています。 
　ここに、特定株主グループとは、①当社株券等の保有者（注２）及び
その共同保有者（注３）、又は②当社株券等の買付等（注４）を行う者
及びその特別関係者（注５）をいい、議決権保有割合とは、特定株主グ
ループが上記①の場合においては当該保有者の株券等保有割合（注６）
をいい、特定株主グループが上記②の場合においては当該大規模買付者
及び当該特別関係者の株券等保有割合（注７）の合計をいいます。 
（注１）金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をいいます。

以下、同じとします。
（注２）金融商品取引法第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同

条第３項に基づき保有者とみなされる者を含みます。以下、同
じとします。

（注３）金融商品取引法第27条の23第５項に規定する共同保有者をいい、
同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。以
下、同じとします。

（注４）金融商品取引法第27条の２第１項に規定する買付け等をいい、
取引所有価証券市場において行われるものを含みます。以下、
同じとします。

（注５）金融商品取引法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいい
ます。以下、同じとします。

（注６）金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合を
いい、当該保有者の保有株券等の数（同項に規定する保有株券
等の数をいいます。）も計算上考慮されるものとします。  

（注７）金融商品取引法第27条の２第８項に規定する株券等保有割合を
　　　　いいます。     
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２. 当社グループの企業価値の確保・向上のための取組み 
(1) 当社グループの基本的な事業運営の考え方 

　当社グループは、古本及び新品とリサイクル品のゲーム・ＣＤ・Ｄ
ＶＤの買取・販売を行う店舗を運営する古本市場事業、古本及び新品
とリサイクル品のゲーム・ＣＤ・ＤＶＤの買取・販売をインターネッ
トを通じて行うＥＣ事業、快適な時間と空間を時間制課金型で提供す
るインターネット・コミック・カフェの店舗運営を行うアイ・カフェ
事業から構成されており、いずれの事業も「ご家族で楽しめる廉価な
娯楽の提供」を通じての「顧客価値の創造」という共通した事業コン
セプトのもとに事業運営を行っております。 
　古本市場事業は、主力業態の「古本市場」、取扱い商品を絞り込ん
だ駅前小型店の「ふる１(いち)」、新刊書籍を取り扱う「ブック・ス
クウェア」の３業態を展開し、創業地である岡山県及び京阪神・埼玉
県にドミナント出店を行い、ドミナントエリア内の知名度を高め、効
率的なチェーンオペレーションを実現しております。 
　古本市場事業では、書籍・ゲーム・ＣＤ・ＤＶＤという商材の複合
化、新品とリサイクル品の複合化という様々な複合化を図ることで、
お客様の様々なご要望にお応えする店舗づくりに努めております。ま
た、リサイクル品については、買取・販売に適合する品質基準の設定、
市場動向や在庫状況により常に変更を求められる商品ごとの価格設定、
あるいは品揃え・在庫確保に固有のノウハウとシステムと人材が必要
とされ、新品商品の人気アイテムについては、生産数量が限定されて
いる場合が多く、メーカーや卸業者等の取引先との長年に渡る信頼関
係の構築が不可欠な事業であります。 
　当社では、この事業に必要となる固有の要件を満たすことにより、
新品に比べ相対的に低価格でリサイクル品を提供し、お客様に価値を
認めていただいております。また、リサイクル品の取扱いは、リユー
ス事業と言い換えることもできます。当社事業の拡大はリユースを促
進し、地球温暖化防止、ＣＯ２排出抑制、地球環境保全に寄与すると
いう側面を持ち、社会的価値を有するものであり、今後ますますその
重要性が増すものと考えております。 
　当社では、この複合化やリサイクルのノウハウ・システム・人材・
取引先との信頼関係を基盤とした事業展開を図ることによって、集客
力・競争力を高め、お客様に価値を提供し続け、企業価値の向上を図
るとともに地球環境保全という観点だけでなく書籍・映像・音楽・
ゲームという分野で文化の一翼を担う社会的使命を果たしてまいりた
いと考えております。このことは、インターネットを通じて「古本市
場」店舗と同様の価値をお客様に提供するＥＣ事業も全く同様であり
ます。また、快適な時間と空間を時間制課金型で提供するインター
ネット・コミック・カフェの店舗運営を行うアイ・カフェ事業におい
ても、グループ共通の経営理念、事業コンセプトに基づき、古本市場
事業で培ったコミックやゲームのノウハウの活用、取引先やフラン

－ 30 －



チャイジーとの一体感を醸成することで、より一層のお客様の満足を
高め、企業価値の向上を図るとともに社会的使命を果たすことができ
るものと考えております。 
　このように、当社グループの事業においては、顧客・従業員・株
主・取引先・フランチャイジーにとどまらず、社会的責任をもたらす
ものとして、行政や地域社会との調和、環境への配慮、文化の伝達な
ど、事業を進めるにあたり広範囲のステークホルダーの利益を最大限
に配慮することも重要であると考えております。 
　従いまして、当社グループの企業価値は、中長期的な視点に立ち、
広範囲のステークホルダーの存在に配慮した事業展開を行ってきた１
つの帰結として、古本市場事業とこれらの関連事業との有機的な運営
によって確保・向上されるべきものと考えております。 

(2) グループ経営理念 
　当社グループは、古本市場事業、ＥＣ事業、アイ・カフェ事業から
構成されており、いずれの事業においても「満足を創る」 をグルー
プ共通の経営理念とし、日常生活における廉価な娯楽を提供すること
を通じて「顧客価値の創造(Customer Value Creation)」を目指した
事業運営を行っております。 
　この「顧客価値の創造」を実現するために「テイツーの七感」を定
め、当社グループの役員・従業員が事業活動のあらゆるプロセスにお
いて常に心に留め、書籍・ゲーム・映像・音楽・快適な時間と空間の
提供という各分野において顧客価値・顧客満足を創造し、文化の一翼
を担うことで社会に貢献したいと考えております。 
　当社グループは、上述の考え方をもとに、日々の事業活動を通じて、
企業としての社会的責任を果たし、健全な事業成長を遂げることによ
り、社会の発展に貢献することを目指しております。 

(3) グループ経営目標 
　当社グループは、日常生活におけるエンタテインメント商品や快適
な時間と空間の提供を通じて、お客様の満足を創り、社会に貢献する
ことを事業の目的としており、当社グループの中期経営目標として、
連結ＲＯＥの向上(20％以上)と自己資本比率の向上を定めています。
また、古本市場事業、ＥＣ事業、アイ・カフェ事業といった当社の事
業領域で、経営計画を着実に遂行することにより、「顧客価値を創
造」し、企業価値の向上を図り、顧客・従業員・株主・取引先・フラ
ンチャイジー・行政・地域社会の皆様の「満足を創る」ことができる
ものと確信しております。 

(4) 利益還元の考え方 
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題のひとつと
位置づけ、企業価値（株主価値）の向上に努めております。利益還元
につきましては、将来の事業展開に備えた内部留保の充実を勘案し、
連結配当性向25％以上を目処として、連結業績に応じた配当を安定的
に実施することを基本方針としております。また、キャッシュフロー
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の状況に応じて、自己株式の取得など機動的な株主還元策を併せて講
じることにより、総合的な株主還元性向を高めていきたいと考えてお
ります。 

３. 本施策の必要性 
　大規模買付者の行う大規模買付行為であっても、株主がこれを受け容
れて大規模買付行為に応じるか否かの判断は、最終的に株主の判断に委
ねられるべきものであります。
　平成19年２月末時点で、当社の議決権の33.5%は当社創業者及びその
資産管理会社が保有していますが、大規模買付行為は、それが成就すれ
ば当社グループの経営に直ちに大きな影響を与えうるだけの支配権を取
得するものであり、当社グループの企業価値及び株主共同の利益に重大
な影響を及ぼす可能性を内包しております。 
　にもかかわらず、実際には、大規模買付者に関する十分な情報の提供
なくしては、株主が、当該大規模買付行為により当社グループの企業価
値に及ぼす影響を適切に判断することは困難であります。とりわけ、上
述した当社グループの企業価値に関わる特殊事情をも考慮すると、当社
は、大規模買付者をして株主の判断に必要かつ十分な情報を提供せしめ
ること、さらに、大規模買付者の提案する経営方針等が当社グループの
企業価値に与える影響を当社取締役会が検討・評価して株主の判断の参
考に供すること、場合によっては、当社取締役会が大規模買付行為又は
当社グループの経営方針等に関して大規模買付者と交渉又は協議を行い、
あるいは当社取締役会としての経営方針等の代替的提案を株主に提示す
ることが、当社の取締役としての責務であると考えております。 
　さらに、近時の日本の資本市場と法制度の下においては、当社グルー
プの企業価値又は株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすような
大規模買付行為がなされる可能性も、決して否定できない状況にありま
す。かかる状況の下においては、当社は、大規模買付者による情報提供、
当社取締役会による検討・評価といったプロセスを確保するとともに、
当社グループの企業価値又は株主共同の利益に対する明白な侵害を防止
するため、大規模買付行為に対する対抗措置を準備しておくことも、ま
た当社の取締役としての責務であると考えております。 
　そこで、当社は、かかる見解を具体化する施策として、大規模買付者
が従うべき一定の情報提供等に関するルール（以下「大規模買付ルー
ル」といいます。）、並びに、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守
しない場合又は大規模買付行為によって当社グループの企業価値が毀損
される場合に当社がとりうる対抗措置（以下「大規模買付対抗措置」と
いいます。）について、その要件及び内容を予め設定するに至ったもの
であります。なお、大規模買付対抗措置の発動を検討する際には、取締
役会による恣意的な判断を避け、会社と株主との間で十分にコミュニ
ケーションを図ることが重要であるとの認識の下、株主意思の反映にも
最大限配慮しております。 
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　なお、本施策は、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表し
た「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関
する指針」や、㈱ジャスダック証券取引所が平成18年３月31日に発表し
た「買収防衛策の導入に係る上場制度の整備等に伴う株券上場審査基準
等の一部改正について」に合致している等、株主の皆様のために合理的
に機能するような設計がなされています。 

第２  本施策の内容について 
１. 本施策の概要 

　本施策は、大規模買付者が従うべき大規模買付ルール（後記２.）と、
大規模買付行為に対して当社がとりうる大規模買付対抗措置（後記
３.）から構成されております。 
　本施策においては、まず、大規模買付ルールとして、大規模買付者に
対し、株主及び当社取締役会による判断のための情報提供（後記２.
(1)）と、当社取締役会による検討・評価の期間の付与（後記２.(2)）
を要請しております。 
　本施策においては、次に、当社取締役会が、大規模買付対抗措置とし
て、会社法その他の法令及び当社定款によって認められる相当な対抗措
置の発動を決議しうることを前提として（後記３.(1)）、その発動の要
件を、①大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合又は②株主
意思確認手続において大規模買付対抗措置の発動につき賛同が得られた
場合に限定することといたしました（後記３.(2)(3)）。 

２. 大規模買付ルール 
(1) 取締役会に対する情報提供 

　まず、大規模買付者には、大規模買付行為に先立ち、当社取締役会
に対し、当社株主の判断及び当社取締役会としての意見形成のために
必要かつ十分な情報（以下「本情報」といいます。）を書面で提供し
ていただきます。これは、当該大規模買付行為に関し、株主が適切な
判断を行い、かつ当社取締役会が適切な検討・評価を行うことを目的
としております。
　本情報の具体的な内容は大規模買付者が大規模買付行為を行おうと
する場合には、まず当社代表取締役宛に、大規模買付者の名称、住所
又は本店所在地、代表者の氏名、国内連絡先、設立準拠法（外国法人
の場合）及び提案する大規模買付行為の概要を明示した、大規模買付
ルールに従う旨の意向表明書をご提出いただくこととし、当社代表取
締役は、係る意向表明書受領後10営業日以内に、大規模買付者から当
初提供いただく本情報のリストを当該大規模買付者に対して交付しま
す。本情報の一般的項目は以下のとおりです。 
 ①大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）

の概要（沿革、役員構成、主要業務、主要株主、グループ組織図、
直近３ヵ年の有価証券報告書又はこれに相当する書面、連結財務諸
表を含む。） 
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 ②大規模買付行為の目的及び具体的内容 
③大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）
の株券等保有割合及び保有株券等の数 

 ④大規模買付行為における当社株券等の取得価格の算定根拠、取得資
金の裏付け、並びに資金調達の具体的内容及び条件 

 ⑤大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）
が当社グループの経営権を取得した場合における、経営方針、経営
計画、事業計画、財務政策、資本政策、配当政策、経営権取得後３
年間の経営・財務諸表の目標数値及び算出根拠、並びに役員候補者
及びその略歴 

 ⑥大規模買付行為に係る特定株主グループ（大規模買付者を含む。）
と当社グループの主要取引先との間の従前の取引関係及び競合関
係 

⑦大規模買付行為実行後における、大規模買付者のグループ内におけ
る当社グループの役割 

 ⑧当社グループの従業員、主要取引先、顧客、地域社会その他の当社
グループの利害関係者との関係について、大規模買付行為実行後に
予定する変更の内容 

 ⑨現金以外の対価をもって大量買付行為を行う場合における対価の価
額に関する情報 
 ⑩大規模買付者が提供する本情報を記載した書面の記載内容が重要な

点において真実かつ正確であり、重要な事実につき誤解を生ぜしめ
る記載又は記載の欠落を含まない旨の、責任者による宣誓 

　大規模買付者が提出した本情報が不十分であると認められる場合は、
当社取締役会が、大規模買付者に対し、追加的に情報提供を求めるこ
とがあります。また、大規模買付者が提出した本情報は、株主の判断
に必要かつ適切と認められる範囲において、必要かつ適切と認められ
る時点で、その全部又は一部を開示いたします。 

(2) 取締役会における検討及び評価 
　次に、大規模買付者には、意向表明書による当社取締役会に対する
本情報の提供を完了した日から本項に定める一定期間（以下「評価期
間」といいます。）が経過するまでは、大規模買付行為を行わないこ
ととしていただきます。これは、株主共同の利益のため、当社取締役
会に、本情報の検討及び評価、大規模買付者との交渉及び協議、大規
模買付行為に関する意見形成、株主に対する代替提案の作成及び提示
等を行う機会を与えていただくためです。
　評価期間は、原則として、90日とします（以下「当初評価期間」と
いいます。）。ただし、当社取締役会が、当初評価期間の満了までに、
大規模買付対抗措置を発動するか否かにつき、株主意思確認手続に付
する旨を決定し、これを大規模買付者に通知した場合は、評価期間は、
当該株主意思確認手続の終了する日まで延期されるものとします。 
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　当社取締役会は、取締役会評価期間中、外部専門家の助言を受けな
がら、提供された本情報の検討及び評価を行い、当該大規模買付行為
又は当該大規模買付者の提案に係る経営方針等についての当社取締役
会としての意見を慎重に取り纏めます。また、必要に応じ、大規模買
付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について交渉及び協議
を行い、当社取締役会として、株主に対し、当社グループの経営方針
等についての代替的提案を提示することもあります。 

３. 大規模買付対抗措置 
(1) 大規模買付対抗措置の内容 

　大規模買付者が大規模買付ルールに定める手続に従うことなく大規
模買付行為を行った場合等、後記(2)に述べる一定の大規模買付対抗
措置の発動の要件をみたす場合は、当社取締役会は、新株予約権の発
行、会社法その他の法令及び当社定款によって認められる相当な大規
模買付対抗措置を決議することができるものとします。 
　具体的な大規模買付対抗措置として株主に対する無償割当の方法に
よって新株予約権を発行する場合の募集事項の概要は、別紙に定める
とおりとします。この新株予約権には、当該大規模買付行為に係る特
定株主グループに属さないことなどの行使条件を付する場合がありま
す。なお、機動的に新株予約権の発行ができるよう、新株予約権の発
行登録書を提出する場合があります。 

 (2) 大規模買付対抗措置の発動の要件
　当社取締役会が、具体的な大規模買付対抗措置の発動を決議するこ
とができるのは、次の各号に定める要件を具備する場合に限るものと
します。 
 ①大規模買付者が意向表明書を当社取締役会に提出せず、又はその他

大規模買付ルールに定める十分な情報提供を行うことなく大規模買
付行為を行った場合、大規模買付者が取締役会の評価期間が経過す
る前に大規模買付行為を行った場合、その他大規模買付者が大規模
買付ルールを遵守しなかった場合は、当社取締役会は、大規模買付
対抗措置の発動を決議することができるものとします。 

  ②大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合であっても、取締
役会が後記(3)②の株主意思確認手続に付することが相当であると
判断し、当該手続きにおいて、大規模買付対抗措置の発動につき賛
同が得られたときは、当社取締役会は、大規模買付対抗措置の発動
を決議することができるものとします。 

(3) 大規模買付対抗措置の発動の手続 
　当社取締役会が、具体的な大規模買付対抗措置の発動を決議するに
あたっては、当社取締役会の判断の客観性及び合理性を担保するため、
次の各号に定める手続を経るものとします。 
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 ①監査役の賛同 
　当社取締役会は、前記(2)の①の要件に該当するとの判断、及び後
記②の株主意思確認手続に付するとの判断、並びに最終的な具体的な
大規模買付対抗措置の発動の決議にあたっては、外部専門家の助言も
受けつつ、当社社外監査役を含む監査役全員の賛同を得るものとしま
す。 
 ②株主意思確認手続 
　当社取締役会が、前記(2)①の要件に該当しないにもかかわらず、
大規模買付対抗措置の発動を決議するにあたっては、本項に定める大
規模買付対抗措置の発動に関する株主の意思を確認する手続（以下
「株主意思確認手続」といいます。）において、総株主の投票権の３
分の１以上を有する株主が投票を行い、その投票権の過半数の賛同を
得るものとします。 
　当社取締役会は、大規模買付者が意向表明書による当社取締役会に
対する情報提供を完了した後、株主意思確認手続に付す可能性がある
と判断するときは、予め、株主意思確認手続において投票権を行使し
うる株主を確定するための基準日（以下「株主投票基準日」といいま
す。）として、当初評価期間の満了後であって実質株主確定に係る実
務に照らして定めることのできる最も早い日を定めます。株主投票基
準日は、その２週間前までに公告するものとします。 
　当社取締役会は、当初評価期間の満了までに、大規模買付対抗措置
の発動につき、株主意思確認手続に付すか否か及び株主意思確認手続
に付す場合の方法を決定し、大規模買付者に通知するものとしま
す。 
　株主意思確認手続は、株主の書面による投票（以下「書面投票」と
いいます。）又は株主意思確認手続のために開催される総会（以下
「株主意思確認総会」といいます。）における投票により行います。
株主意思確認手続において投票権を行使することのできる株主は、株
主投票基準日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録され
た株主とし、各株主は、株式に係る議決権1個につき１個の投票権を
有するものとします。 
　書面投票による場合は、当社は、書面投票日の３週間前までに、株
主投票基準日現在の株主に対し、投票すべき議案、投票日（以下「書
面投票日」といいます。）、書面投票日までに投票用紙が当社に到達
すべき旨その他当社取締役会が定める事項を記載又は添付した投票用
紙を、発送するものとします。 
　株主意思確認総会における投票による場合は、株主意思確認総会の
招集手続及び投票権の行使の方法は、法令及び当社定款に基づく株主
総会の招集手続及びこれらにおける議決権行使方法に準じるものとし
ます。 
　なお、株主意思確認手続中であっても、大規模買付者が大規模買付
ルールを遵守しない場合は、当社取締役会は、いつでも株主意思確認
手続を中止し、上記(3)①の手続に従って適切な大規模買付対抗措置
を発動することができます。 
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４. 本施策の有効期間並びに廃止及び変更 
　本施策は、平成19年２月末日までの事業年度に係る定時株主総会（平
成19年５月28日開催）において議案として諮り、出席株主の皆様の過半
数の賛成を得ております。また、有効期間は平成20年５月に開催予定の
当社定時株主総会終結時までとします。 
　そして、本施策の有効期間満了前であっても、企業価値及び株主共同
の利益確保又は向上の観点から、関係法令の整備等の状況を踏まえ、本
施策を随時見直し、臨時株主総会において本施策を廃止する旨の決議が
行われた場合、又は取締役会において本施策を廃止する旨の決議が行わ
れた場合には、本施策は廃止されるものとします。 

第３  本施策の合理性について 
１. 企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的 

　前記第１に述べたとおり、本施策は、株主をして大規模買付行為に応
じるか否かについての適切な判断を可能ならしめ、かつ当社グループの
企業価値及び株主共同の利益に対する明白な侵害を防止するため、大規
模買付者が従うべき大規模買付ルール、並びに当社が発動しうる大規模
買付対抗措置の要件及び内容を予め設定するものであり、当社グループ
の企業価値及び株主共同の利益の確保及び向上を目的とするもので
す。 
　また、前記第２に述べた大規模買付ルールの内容並びに大規模買付対
抗措置の内容及び発動要件は、当社グループの企業価値及び株主共同の
利益の確保及び向上という目的に照らして合理的であり、当社グループ
の企業価値及び株主共同の利益の確保及び向上に資するような大規模買
付行為までも不当に制限するものではないと考えます。 

２. 事前開示 
　本施策における大規模買付ルールの内容並びに大規模買付対抗措置の
内容及び発動要件は、いずれも前記第２において具体的かつ明確に示し
たところであり、株主、投資者及び大規模買付者にとって十分な予見可
能性を与えるものであると考えます。 

３. 株主意思の反映 
(1)   前記第２の４.に述べたとおり、本施策は、平成19年５月28日開催

の定時株主総会に議案として提出し、出席株主の過半数の賛成を得て
おります。また、その有効期間は、平成20年開催予定の定時株主総会
終結時までとされています。そして、有効期間満了前であっても、臨
時株主総会の決議又は株主総会で選任された取締役で構成される当社
取締役会の決議によって、廃止又は変更することができます。 
　したがって、本施策の継続、廃止又は変更の是非の判断には、株主
総会における株主の意思が反映されるものと考えます。 

(2)   また、前記第２の３.のとおり、本施策においては、前記第２の３
(2)①のような客観的な要件によらずに大規模買付対抗措置を発動す
る場合には、株主意思を最大限反映させるため、株主総会の手続に準
じた株主意思確認手続において株主の賛同を得るものとしておりま
す。 
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　したがって、本施策における大規模買付対抗措置の発動の是非の判
断には、必要に応じて株主の意思が適切に反映されるものと考えま
す。 

４. 取締役会の判断の客観性・合理性の確保 
　本施策においては、前記第２の３.(2)のとおり、大規模買付対抗措置
の発動の要件として、客観的かつ明確な要件を定めており、発動の要件
に該当するか否かの判断に当社取締役会の恣意的判断の介入する余地を
可及的に排除しております。 
　また、本施策においては、前記第２の３.(3)のとおり、大規模買付対
抗措置の発動の手続を定め、当社取締役会の恣意的な判断を排除してお
ります。 
　したがって、本施策においては、当社取締役会が大規模買付対抗措置
の発動を決議するにあたり、その判断の客観性・合理性を担保するため
の十分な仕組みが確保されているものと考えます。 

５. デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと 
　上記第２の４.の「本施策の有効期間並びに廃止及び変更」に記載し
たとおり、本施策は、株主総会で選任された取締役で構成される取締役
会により廃止することができますので、デッドハンド型買収防衛策（取
締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収
防衛策）ではありません。また、当社は取締役の期差任期制を採用して
いませんので、本施策はスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員
の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間
を要する買収防衛策）でもありません。 

第４  本施策が株主及び投資者に及ぼす影響について 
１. 大規模買付ルールが株主及び投資者に及ぼす影響 

　大規模買付ルールは、大規模買付者が大規模買付行為を行うにあたっ
て従うべきルールを定めたものにとどまり、当該ルールの導入時点で新
株予約権その他の株券等を発行するものではありませんので、当該時点
において株主及び投資者の権利利益に影響を及ぼすものではありませ
ん。 
　大規模買付ルールは、当社の株主をして、必要かつ十分な情報をもっ
て大規模買付行為について適切な判断をすることを可能ならしめるもの
であり、当社の株主共同の利益に資するものと考えます。 
　なお、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守するか否かにより、大
規模買付行為に対する当社の対応が異なる可能性がありますので、株主
及び投資者の皆様におかれましては、大規模買付者の動向に御注意くだ
さい。 

２. 大規模買付対抗措置の発動が株主及び投資者に及ぼす影響 

　大規模買付対抗措置を発動した場合でも、当該大規模買付行為に係る
特定株主グループの株主には、その法的権利又は経済的利益に損失を生
ぜしめる可能性がありますが、それ以外の株主の法的権利又は経済的利
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益には格別の損失を生ぜしめることは想定しておりません。当社取締役
会が大規模買付対抗措置の発動を決議した場合は、法令及び証券取引所
規則に従って、適時に適切な開示を行います。 
　大規模買付対抗措置として株主に対する無償割当の方法によって新株
予約権の発行がなされる場合は、当社取締役会で定めて公告する基準日
における最終の株主名簿又は実質株主名簿に記載又は記録された株主に
対し、その所有株式数に応じて新株予約権が割り当てられますので、名
義書換未了の株主には、当該基準日までに名義書換を完了していただく
必要があります。また、新株予約権の行使に際しては、株主には、新株
を取得するために、所定の期間内に一定の金額の払込みを行っていただ
く必要があり、かかる手続を行わない場合は、当該株主の議決権保有割
合が希釈化することになります。ただし、当社が新株予約権を取得し、
これと引換えに当社株式を交付することができるとの取得条項が定めら
れた場合において、当社が取得の手続を取ったときは、取得の対象とな
る新株予約権を保有する株主は、金銭を払い込むことなく当社株式を受
領することになります（なお、この場合、かかる株主には、別途、当該
大規模買付行為に係る特定株主グループに属する者でないこと等を誓約
する当社所定の書式による書面をご提出いただくことがありま
す。）。 



（注）本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示してお

ります。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成20年２月29日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

5,908,327

1,187,825

332,863

3,812,609

203,256

374,470

△2,697

5,473,014

2,305,820

1,659,513

384

284,808

242,279

118,835

358,655

276,433

30,927

51,293

2,808,538

144,202

506,568

388,630

1,624,850

144,286

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 4,722,168

買 掛 金 1,365,477

短 期 借 入 金 790,000

１年内返済予定長期借入金 743,535

未 払 金 462,114

未 払 法 人 税 等 548,009

賞 与 引 当 金 104,101

ポイント値引引当金 281,720

そ の 他 427,209

固 定 負 債 1,889,565

長 期 借 入 金 1,401,898

退 職 給 付 引 当 金 143,002

役員退職慰労引当金 187,421

そ の 他 157,242

負 債 合 計 6,611,733

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 4,555,899

資 本 金 1,165,507

資 本 剰 余 金 1,119,796

利 益 剰 余 金 2,612,644

自 己 株 式 △342,048

評価・換算差額等 3,321

その他有価証券評価差額金 2,402

為 替 換 算 調 整 勘 定 918

新 株 予 約 権 7,727

少 数 株 主 持 分 202,659

純 資 産 合 計 4,769,608

資 産 合 計 11,381,341 負 債 純 資 産 合 計 11,381,341
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連 結 損 益 計 算 書

（平成19年３月１日から
平成20年２月29日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高  45,568,221

売 上 原 価  34,545,330

売 上 総 利 益  11,022,890

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  9,574,469

営 業 利 益  1,448,421

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 13,909  

受 取 賃 貸 料 79,542  

そ の 他 36,069 129,520

営 業 外 費 用

支 払 利 息 58,596  

不 動 産 賃 貸 費 用 84,387  

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 20,552  

そ の 他 1,243 164,781

経 常 利 益  1,413,160

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 116  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,244  

賃 貸 契 約 解 約 益 12,012  

持 分 変 動 利 益 5,468 19,842

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 10,683  

減 損 損 失 135,634  

の れ ん 償 却 額 37,667  

リ ー ス 契 約 解 約 損 1,044 185,029

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  1,247,973

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 751,295  

法 人 税 等 調 整 額 △40,612 710,682

少 数 株 主 損 失  △97,708

当 期 純 利 益  634,999
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連結株主資本等変動計算書

（平成19年３月１日から
平成20年２月29日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 19 年 ２ 月 28 日 残 高 1,165,507 1,119,796 2,095,937 △290,489 4,090,752

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 - - △122,238 - △122,238

当 期 純 利 益 - - 634,999 - 634,999

自 己 株 式 の 取 得 - - - △51,559 △51,559

持分法適用会社減少に伴う
剰 余 金 増 加 額

- - 3,945 - 3,945

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

- - - - -

連結会計年度中の変動額合計 - - 516,706 △51,559 465,147

平 成 20 年 ２ 月 29 日 残 高 1,165,507 1,119,796 2,612,644 △342,048 4,555,899

評 価 ・ 換 算 差 額 等

 新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

 為替換算
 調整勘定

平 成 19 年 ２ 月 28 日 残 高 4,066 668  - 303,698 4,399,186

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当  -  -  -  - △122,238

当 期 純 利 益 - -  - - 634,999

自 己 株 式 の 取 得  -  -  -  - △51,559

持分法適用会社減少に伴う
剰 余 金 増 加 額

- -  -  - 3,945

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

△1,663 250 7,727 △101,039 △94,725

連結会計年度中の変動額合計 △1,663 250 7,727 △101,039 370,422

平 成 20 年 ２ 月 29 日 残 高 2,402 918 7,727 202,659 4,769,608
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(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記)

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の状況

①　連結子会社の数 ３社

②　連結子会社の名称 株式会社ユーブック

株式会社アイ・カフェ

インターピア株式会社

(2) 非連結子会社の名称等

①　非連結子会社の名称 民法上の任意組合テイツー“もったいない”ファ

ンド

②　連結の範囲から除いた

    理由

 

 

非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼ

していないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社の状況

①　持分法適用の

    非連結子会社の数

１社

②　持分法適用の

　　非連結子会社の名称

民法上の任意組合テイツー“もったいない”ファ

ンド

なお、民法上の任意組合テイツー“もったいない”ファンドは、当連結会計年

度に設立したため、当連結会計年度より持分法適用の非連結子会社としておりま

す。

(2) 持分法を適用した関連会社の状況

①　持分法適用の

　　関連会社の数

５社

②　関連会社の名称 有限会社アゲイン

株式会社トップブックス

有限会社ブイレックス二十一古本市場 

株式会社ばんぐら 

NECCA PTE.LTD. 

株式会社オフィスサプライ及び会社設立に伴い当連結会計年度より持分法を適

用した同社の子会社株式会社良品トナーについては、当社が株式会社オフィスサ

プライ株式を売却したため当連結会計年度末においては持分法適用から除外して

おります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち株式会社ユーブック及び株式会社アイ・カフェの決算日は連結決

算日と一致しております。インターピア株式会社の決算日は、12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたって、当該会社については、連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく計算書類を使用しております。
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４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

②　たな卸資産

・商品 主として移動平均法による原価法

・食材及び貯蔵品 最終仕入原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　10～20年　　

器具備品　　　　５～10年

②　無形固定資産

ソフトウェア 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（３～５年）に基づく定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。

③　ポイント値引引当金 将来のポイントサービスの利用による売上値引に備えるた

め、過去の使用実績に基づき将来使用されると見込まれる

金額を計上しております。

④　退職給付引当金 当社及び一部の連結子会社は従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定額法により翌連結

会計年度から費用処理しております。

⑤　役員退職慰労引当金 当社及び一部の連結子会社は役員の退職慰労金の支払に充

てるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計上し

ております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。
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(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって

おります。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

６．のれんの償却に関する事項

 のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。

 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更）

有形固定資産の減価償却の方法の変更

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産（建物を除く）について、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更しております。これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。

 
（追加情報）

建物の残存価額

当社及び連結子会社の建物については、従来、残存価額を取得原価の５％と見積り

減価償却を行っておりましたが、すべての建物を当連結会計年度から残存価額をゼロ

として減価償却する方法に変更しております。この変更は、近年の店舗閉鎖時におけ

る建物処分損の重要性が増してきたため、建物の残存価額の見直しを行ったことによ

るものであります。

この変更により、従来の方法によった場合と比較して、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益がそれぞれ53,076千円減少しております。

 
（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 2,025,097千円
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（連結損益計算書に関する注記）

１．減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計

上いたしました。
場所 用途 種類

北海道圏
古本市場店舗１店舗 建物及び構築物、器具備品、リース資産

アイ･カフェ店舗１店舗 建物及び構築物、器具備品、リース資産

関東圏 古本市場店舗１店舗 建物及び構築物、器具備品、リース資産

中部圏 転貸店舗１店舗 建物及び構築物 

近畿圏
古本市場店舗１店舗 建物及び構築物、器具備品、リース資産

アイ･カフェ店舗１店舗 建物及び構築物、器具備品、リース資産 

中国圏 アイ･カフェ店舗１店舗  建物及び構築物、器具備品、その他（投資その他の資産）  

当社グループは、独立採算管理が可能である店舗ごとに資産をグルーピングしており

ます。なお、遊休資産については当該資産単独でグルーピングしております。

　営業損益において減損の兆候がみられた店舗及び今後の使用見込みが乏しい遊休資産

については、将来の回収可能性を勘案したうえで固定資産の帳簿価額を減額し、当該減

少額及びその店舗にて使用しているリース資産のリース残債を減額し、当該減少額を合

計し、減損損失（135,634千円）として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建

物及び構築物92,008千円、器具備品15,621千円、リース資産22,393千円及びその他（投

資その他の資産）5,612千円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、備忘価額

により評価しております。

２．のれん償却額

会計制度委員会報告第７号「連結財務諸表における資本連結手続に関する実務指針」

第32項の規定に基づき、連結子会社である株式会社アイ・カフェ株式の減損処理に伴っ

て、のれんを一括償却したものであります。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 551,400株

２．配当に関する事項

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成19年５月28日

定時株主総会
普通株式 56,204 110 平成19年２月28日 平成19年５月29日 

平成19年10月22日

取締役会
普通株式 66,033 130 平成19年８月31日 平成19年11月５日 

 計 - 122,238 - - - 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度になるもの

　平成20年５月27日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関す

る事項を次のとおり提案しております。

①　配当金の総額 65,742千円

②　１株当たり配当額 130円

③　基準日 平成20年２月29日

④　効力発生日 平成20年５月28日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。）の目的となる株式の種類及び総数

普通株式 16,840株
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（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減　価　償　却　費 376,665千円

未　払　事　業　税 44,451千円

賞　与　引　当　金 42,098千円

ポイント値引引当金 113,958千円

退 職 給 付 引 当 金 57,830千円

役員退職慰労引当金 75,793千円

税務上の繰越欠損金 304,322千円

そ　　　の　　　他 105,395千円

繰延税金資産小計 1,120,516千円

評価性引当額 △526,998千円 

繰延税金資産合計

 
593,517千円 

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △1,631千円

繰延税金資産合計（純額） 591,886千円

繰延税金資産合計（純額）は連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 203,256千円

固定資産－繰延税金資産 388,630千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な

項目の内訳

法定実効税率

（調整）

40.4％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3％

住民税均等割 4.6％

のれん償却 2.4％

繰延税金資産に係る評価性引当て 9.3％

  その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 56.9％
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引（借主側）

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額

 
取得価額相当額

(千円)

減価償却累計額相当額

(千円)

減損損失累計額相当額

(千円)

期末残高相当額

(千円)

車両運搬具 23,670 17,183 － 6,486

器具備品 1,224,102 897,380 48,029 278,693

ソフトウェア 32,979 22,435 － 10,544

合計 1,280,753 936,998 48,029 295,724

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

１年内 226,703千円

１年超 315,104千円

合計 541,807千円

リース資産減損勘定の残高 47,737千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

支払リース料 299,830千円

リース資産減損勘定の取崩額 26,949千円

減価償却費相当額 227,413千円

支払利息相当額 18,601千円

減損損失 22,393千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％として定率法で計算した各期の減価

償却費相当額に10／９を乗じた額を減価償却費相当額とする方法によっておりま

す。 

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっております。 

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 

１年内 93,407千円

１年超 204,977千円

合計 298,384千円
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（退職給付に関する注記）

１．採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用して

おります。 

２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △150,613千円

未認識数理計算上の差異 7,610千円

退職給付引当金 △143,002千円

連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項

勤務費用 23,434千円

利息費用 2,526千円

数理計算上の差異の費用処理額 957千円

退職給付費用 26,918千円

簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準

割引率  2.0％

数理計算上の差異の処理年数  ５年

 

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 9,015円50銭

２．１株当たり当期純利益 1,248円60銭
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成20年４月14日

株 式 会 社 テ イ ツ ー

取 締 役 会 　 御 中

 監 査 法 人 ト ー マ ツ
指定社員
業務執行社員

公認会計士 笹 井 和 廣 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中 桐 光 康 

　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社テイツー

の平成１９年３月１日から平成２０年２月２９日までの連結会計年度の連結計

算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資本等変動

計算書について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること

にある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽

の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検

討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、株式会社テイツー及び連結子会社から成

る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。

以　上
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告書　謄本

連結計算書類にかかる監査報告書

　当監査役会は、平成19年3月1日から平成20年2月29日までの第18期事業年度

にかかる連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書および連結株主資

本等変動計算書）に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況および結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。

　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結

計算書類について取締役および使用人等から報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な

監査を実施しているかを監視および検証するとともに、会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われていることを確保する

ための体制」（会社計算規則第159条各号に掲げる事項）を「監査に関する

品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等にしたがって整備

している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に

基づき、当該事業年度にかかる連結計算書類について検討いたしました。

２．監査の結果

会計監査人監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると認

めます。

平成20年４月16日

株 式 会 社 テ イ ツ ー 監 査 役 会

常勤監査役（社外監査役）西 川 　 豊 

常勤監査役（社外監査役）武 田 由 隆 

社 外 監 査 役 平 田 　 修 

社　外　監　査　役 岡 本 博 之 
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貸　借　対　照　表

（平成20年２月29日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

水 道 施 設 利 用 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

 

5,194,950

704,275

187,353

3,687,370

32,859

186,726

203,256

112,238

81,321

△451

4,590,835

1,574,884

925,178

131,258

384

176,948

242,279

98,835

197,062

184,673

12,325

63

2,818,888

75,146

521,886

424,192

104,920

421,002

1,271,587

152

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 3,915,009

買 掛 金 1,272,272

短 期 借 入 金 600,000

１年内返済予定長期借入金 485,860

未 払 金 361,737

未 払 消 費 税 等 81,241

未 払 費 用 126,752

未 払 法 人 税 等 527,000

賞 与 引 当 金 89,564

ポイント値引引当金 269,287

設 備 未 払 金 50,685

そ の 他 50,608

固 定 負 債 1,262,090

長 期 借 入 金 827,450

退 職 給 付 引 当 金 138,184

役員退職慰労引当金 160,899

そ の 他 135,556

負 債 合 計 5,177,099

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 4,598,555

資 本 金 1,165,507

資 本 剰 余 金 1,119,796

資 本 準 備 金 1,119,796

利 益 剰 余 金 2,655,300

利 益 準 備 金 16,117

その他利益剰余金 2,639,182

別 途 積 立 金 1,940,000

繰越利益剰余金 699,182

自 己 株 式 △342,048

評価・換算差額等 2,402

その他有価証券評価差額金 2,402

新 株 予 約 権 7,727

純 資 産 合 計 4,608,686

資 産 合 計 9,785,785 負 債 純 資 産 合 計 9,785,785
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損　益　計　算　書

（平成19年３月１日から
平成20年２月29日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高  42,338,139

売 上 原 価  32,028,516

売 上 総 利 益  10,309,623

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  8,680,549

営 業 利 益  1,629,073

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 11,874  

受 取 賃 貸 料 79,542  

そ の 他 40,011 131,428

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 42,326  

不 動 産 賃 貸 費 用 84,387  

そ の 他 2,758 129,472

経 常 利 益  1,631,028

特 別 利 益   

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 176  

固 定 資 産 売 却 益 116  

賃 貸 契 約 解 約 益 12,012 12,304

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 2,427  

減 損 損 失 37,988  

リ ー ス 契 約 解 約 損 257  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 719,267 759,941

税 引 前 当 期 純 利 益  883,391

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 736,965  

法 人 税 等 調 整 額 △41,629 695,335

当 期 純 利 益  188,056
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株主資本等変動計算書

（平成19年３月１日から
平成20年２月29日まで）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

平 成 19 年 ２ 月 28 日 残 高 1,165,507 1,119,796 16,117 1,740,000 833,364 △290,489 4,584,296

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - - - - △122,238 - △122,238

別途積立金の積立て - - - 200,000 △200,000 - -

当 期 純 利 益 - - - - 188,056 - 188,056

自 己 株 式 の 取 得 - - - - - △51,559 △51,559

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の変動額
( 純 額 )

- - - - - - -

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 - - - 200,000 △134,181 △51,559 14,259

平 成 20 年 ２ 月 29 日 残 高 1,165,507 1,119,796 16,117 1,940,000 699,182 △342,048 4,598,555

評価・換
算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

平 成 19 年 ２ 月 28 日 残 高 4,066 - 4,588,363

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 - - △122,238

別途積立金の積立て - - -

当 期 純 利 益 - - 188,056

自 己 株 式 の 取 得 - - △51,559

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の変動額
( 純 額 )

△1,663 7,727 6,063

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △1,663 7,727 20,322

平 成 20 年 ２ 月 29 日 残 高 2,402 7,727 4,608,686
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

①　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額金

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

②　時価のないもの 移動平均法による原価法

(3) たな卸資産

①　商品 主として移動平均法による原価法

②　貯蔵品 最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物   　　 10～20年

構築物　　　10～20年　　

器具備品　　 5～10年

(2) 無形固定資産

　ソフトウェア 自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（３～５年）に基づく定額法

(3) 長期前払費用 定額法

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

(3) ポイント値引引当金 将来のポイントサービスの利用による売上値引に

備えるため、過去の使用実績に基づき将来使用さ

れると見込まれる金額を計上しております。

(4) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務の見込額に基づき計上してお

ります。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存期間以内の一定の年数（５年）による定額法

により翌事業年度から費用処理しております。
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(5) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払に充てるため、内規に基

づく事業年度末要支給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が、借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

 

（重要な会計方針の変更）

有形固定資産の減価償却の方法の変更

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産（建物を除く）について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。これによる損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

建物の残存価額

当社の建物については、従来、残存価額を取得原価の５％と見積り減価償却を行っ

ておりましたが、すべての建物を当事業年度から残存価額をゼロとして減価償却する

方法に変更しております。この変更は、近年の店舗閉鎖時における建物処分損の重要

性が増してきたため、建物の残存価額の見直しを行ったことによるものであります。

この変更により、従来の方法によった場合と比較して、営業利益、経常利益及び税

引前当期純利益がそれぞれ42,135千円減少しております。

 

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,467,386千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

(1) 短期金銭債権 83,299千円

(2) 短期金銭債務 15,597千円

 

－ 57 －



（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高

営業取引による取引高   

売上高 34,266千円

仕入高 1,149千円

販売費及び一般管理費 294,164千円

営業取引以外の取引による取引高 10,500千円

２．減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしま

した。

場所 用途 種類

北海道圏 古本市場店舗１店舗 建物、器具備品、リース資産

関東圏 古本市場店舗１店舗 建物、器具備品、リース資産

中部圏 転貸店舗１店舗 建物

近畿圏 古本市場店舗１店舗 建物、構築物、器具備品、リース資産

当社は、独立採算管理が可能である店舗ごとに資産をグルーピングしております。

なお、遊休資産については当該資産単独でグルーピングしております。

　営業損益において減損の兆候がみられた店舗及び今後の使用見込みが乏しい遊休資

産については、将来の回収可能性を勘案したうえで帳簿価額を減額し、当該減少額及

びその店舗にて使用しているリース資産のリース残債を減額し、当該減少額を合計し、

減損損失（37,988千円）として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物17,351

千円、構築物2,008千円、器具備品3,058千円及びリース資産15,569千円であります。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、備忘価

額により評価しております。 

３．関係会社株式評価損

子会社である株式会社ユーブック及び株式会社アイ・カフェの株式を減損処理したも

のであります。

 

（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 45,691株
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（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減　価　償　却　費 245,148千円

関 係 会 社 株 式 335,642千円

未　払　事　業　税 41,143千円

賞　与　引　当　金 36,219千円

ポイント値引引当金 108,899千円

退 職 給 付 引 当 金 55,881千円

役員退職慰労引当金 65,067千円

そ　　　の　　　他 59,850千円

繰延税金資産小計 947,853千円

評価性引当額 △321,962千円

繰延税金資産合計 625,890千円

繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 △1,631千円

繰延税金資産合計（純額） 624,258千円

繰延税金資産合計（純額）は貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 203,256千円

固定資産－繰延税金資産 421,002千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な

項目の内訳

法定実効税率 40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％

住民税均等割 5.0％

繰延税金資産に係る評価性引当て 32.9％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 78.7％
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額

 
取得価額相当額

(千円)

減価償却累計額相当額

(千円)

減損損失累計額相当額

(千円)

期末残高相当額

(千円)

車両運搬具 23,670 17,183 － 6,486

器具備品 990,502 728,005 17,915 244,581

ソフトウェア 23,529 17,547 － 5,982

合計 1,037,702 762,736 17,915 257,051

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

１年内 180,573千円

１年超 260,418千円

合計 440,991千円

リース資産減損勘定の残高 21,146千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

支払リース料 244,481千円

リース資産減損勘定の取崩額 10,207千円

減価償却費相当額 195,878千円

支払利息相当額 15,177千円

減損損失 15,569千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を10％として定率法で計算した各期の減価

償却費相当額に10／９を乗じた額を減価償却費相当額とする方法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料

１年内 24,014千円

１年超 32,019千円

合計 56,033千円
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．役員及び個人主要株主等

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 安田育生 －

ピナクル
㈱代表取
締役会長
兼 CEO

－  －  －
Ｍ＆Ａに
係る助言
業 務

6,000 － －

２．子会社等

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
株 式 会 社
ユーブック

269,969

インター
ネットに
よる通信
販 売

68.1  －
当社商
品の販
売委託

ゲーム販
売 委 託

327,111 未収入金 57,225

販売手数
料の支払

70,072   

（注）１．上記関連当事者との取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消

費税等が含まれております。　

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

  上記関連当事者との取引については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同

様に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 9,098円04銭

２．１株当たり当期純利益 369円78銭
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会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成20年４月14日

株 式 会 社 テ イ ツ ー

取 締 役 会 　 御 中

 監査法人トーマツ  

指定社員
業務執行社員

公認会計士 笹 井 和 廣 

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中 桐 光 康 

　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社テ

イツーの平成１９年３月１日から平成２０年２月２９日までの第１８期事業年

度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書

並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細

書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準

拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細

書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方

法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及

びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の

結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附

属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により

記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成19年3月1日から平成20年2月29日までの第18期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監

査役が作成した監査報告書に基づき、審議のうえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告を受け

るほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部

監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会

その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査いたし

ました。また、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業

務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項および第3項に定める体制の整備に関す

る取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視および検

証いたしました。事業報告に記載されている会社法施行規則第127条第1号の基本方針および第2号の各取組みにつ

いては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社について

は、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を

受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度にかかる事業報告およびその附属明細書について検討いたしま

した。さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われていることを確保するための体制」（会社計算規則第159条各号に掲げる

事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等にしたがって整備している旨の

通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度にかかる計算書類（貸借対照

表、損益計算書および株主資本等変動計算書）およびその附属明細書について検討いたしました。 

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム

に関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

四　事業報告に記載されている会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第127条第2

号の各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、か

つ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類およびその附属明細書の監査結果

　会計監査人監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると認めます。

平成20年４月16日

株 式 会 社 テ イ ツ ー 監 査 役 会

常勤監査役（社外監査役）西 川 　 豊 

常勤監査役（社外監査役）武 田 由 隆 

社 外 監 査 役 平 田 　 修 

社 外 監 査 役 岡 本 博 之 

以　上
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